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　ウクライナ危機は、2014 年 5 月のウクライナ新大統領の選出後も収
束しておらず、9 月 5 日のウクライナ軍と親ロシア派武装勢力の間の停
戦合意後もウクライナ東部地域における混乱は継続している。ウクライ
ナをめぐって悪化した欧米とロシアの関係改善の気配はない。ウクライ
ナ危機に際してのロシアによるクリミア半島の編入は、低下していたウ
ラジーミル・プーチン大統領に対する支持率の一時的な回復をもたらし
たものの、経済・財政面では、ウクライナ危機をめぐる政治不安がロシ
ア経済に長く暗い影を落とした。欧米による経済制裁の影響への懸念か
ら経済活動は停滞し、ロシア政府は欧米の対応を見極めつつ難しい経済
財政運営を迫られた。
　欧米との関係が悪化する中、ロシアはベラルーシおよびカザフスタン
とユーラシア経済同盟を創設して統合をさらに進めるとともに、中国と
の戦略的パートナーシップの強化を図った。集団安全保障条約機構

（CSTO）の枠内でのベラルーシや中央アジア諸国との軍事協力は引き
続き強化されている。
　対外エネルギー政策では、主要市場である欧州正面でウクライナへの
ガス供給問題を焦点として激しい駆け引きが展開される中、中国との間
の長年の懸案であった長期大型のパイプラインガス供給契約が締結され
た。その他の東アジア市場向けエネルギー輸出も拡大しており、ロシア
の対外エネルギー政策における東アジアの重要性はさらに高まりつつあ
る。
　ロシアの軍事政策としては、2013 年に引き続き、大統領が抜き打ち
検閲を命じて軍の各駐屯部隊に作戦行動をさせることで、即時に対応で
きる能力を検証した。東部軍管区でも 9 月に抜き打ち検閲を実施し、引
き続いて大規模演習「ヴォストーク 2014」を実施しており、これらで
は軍管区にまたがって空挺部隊等を移動させ、極東の島嶼部や北極方面
にも遠方展開する演習を行った。ウクライナ危機に際しては、議会が大
統領に軍使用の権限を与え、抜き打ち検閲や部隊動員を行ってウクライ
ナに圧力を加え続け、8 月にはロシア軍の部隊がウクライナ領に入って
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親ロシア派武装勢力を支援したと見られる。ウクライナからの軍需物資
の供給が減少したことを受け、ロシアは国防産業の純国産化をさらに加
速させている。

1　ウクライナ危機と対応に追われるロシア� ◢
（1）ウクライナ危機と継続する南東部地域の不安定
　ウクライナは、1991 年 12 月のソヴィエト連邦の崩壊により独立国家
となって以来、常にその対外政策において欧米諸国とロシアの間でバラ
ンスの確保に腐心してきた。ウクライナは地政学的に見ると、西ではポ
ーランド、スロバキア、ハンガリーおよびルーマニアといった欧州連合

（EU）や北大西洋条約機構（NATO）の加盟諸国と、また東ではロシ
アと接し、戦略的な要衝ともいえる位置を占めている。こうした状況は
2010 年に成立した親ロシア的といわれるビクトル・ヤヌコビッチ政権
の対外政策にも影響を及ぼしてきた。
　2010 年 4 月、ヤヌコビッチ政権は、ロシアとハリコフ合意を締結し
てクリミア半島のセバストーポリにおけるロシア黒海艦隊の駐留期限を
2042 年まで延長することを認める一方、EU との間で連合協定締結のた
めの交渉も進め、2012 年 3 月には準備作業を完了し、2013 年 11 月のリ
トアニアのビリニュスでの EU 首脳会議で調印という段階まで至ってい
た1）。しかし、ヤヌコビッチ政権が直前になって調印を見合わせる決定
を行ったことが、現在までのウクライナ情勢悪化の発端となった。この
決定は主に 2 つの要因による2）。
　第 1 の要因は、ロシアによるウクライナに対する協定締結阻止のため
の経済的圧力であり、EU 側がこうした圧力によるウクライナ経済の悪
化を緩和する財政的諸措置を講じることができなかったことである。第
2 は、EU との連合協定に含まれている自由貿易協定が少なくとも短期
的にウクライナ経済にもたらすマイナス面に関して、ヤヌコビッチ政権
が徐々に危惧を強めたことである。特に、ヤヌコビッチ政権が支持基盤
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としていたウクライナ東部地域の企業経営者などが抱く自由貿易協定に
関する懸念が、政権のこうした決定に影響を与えたといわれている3）。
2013 年末、ロシアはウクライナに対して、EU との連合協定締結を見送
る見返りとして、ウクライナに供給する天然ガス価格の 33％ 値下げと
ウクライナ国債 150 億ドルの購入を提示した。EU との関係の発展が阻
止されたことは、親欧米派の市民の反発を招き、2014 年 2 月以降、首
都キエフを中心として政府への抗議活動が先鋭化することになった4）。
　政治的危機を鎮静化させるため、2 月 21 日にヤヌコビッチ大統領、
反政権派の代表、EU の代表およびロシアの代表による交渉が行われ、

「ウクライナにおける政治危機の調停に関する」合意が署名された。同
合意は、2014 年末までに繰り上げ大統領選挙を実施することと、政権
派と反政権派の連立による国民信頼政府の樹立を主な内容とするもので
あったが、「右派セクション」など過激な反政府派は合意の履行を拒否
するとともに、ヤヌコビッチ大統領の退陣を要求した。こうした混乱の
中でヤヌコビッチ政権は崩壊し、2 月 21 日の合意の履行を拒否した勢
力は暫定政権を成立させ、共産党や地域党（ヤヌコビッチ政権の与党）
といった反対派への非難を強めるとともに、ロシア語系住民の権利を侵
害するような一連の法律を採択した。この動きは、ロシア人やロシア語
系住民が多いウクライナ東部やクリミアにおける強い抵抗を招くことに
なった。

　2014 年 5 月 25 日に実施さ
れた大統領選挙において、親
欧米派のペトロ・ポロシェン
コ元経済発展・貿易相が 54
％ 以 上 の 得 票 を 得 て 当 選
し、6 月 7 日に就任した。ポ
ロシェンコ新大統領は就任式
において、対外政策に関して
は EU との連合協定を進める
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こと、内政では武装勢力との停戦を図るとともに、不安定化している東
部地域の安定を図るためにロシア語の権利を承認する方針を示した5）。
この方針は、欧米との関係改善をいかに進めるか、またロシアの影響力
が強い南東部地域へのウクライナ政権の統治能力をいかに回復するかと
いう課題に新政権が直面していることを示している。
　6 月 27 日、ポロシェンコ大統領は EU との連合協定に調印し、6 月 7
日に示した政権の方針を実行に移したが、ロシアは懸念を強めている。
セルゲイ・ラブロフ・ロシア外相は、この調印について、EU が一方的
に経済的優位を確保しようとする試みであり、また独立国家共同体

（CIS）の自由貿易圏に属しているウクライナの義務にも矛盾するとし
て、EU とウクライナ双方を批判した6）。
　内政面の課題に対してポロシェンコ政権はまず強硬な手段による取り
組みを進めた。ポロシェンコ政権は、ルガンスク州やドネツク州で活発
に活動する親ロシア派武装勢力をテロリストと位置付け、これらに対す
る「対テロ作戦」を進めたが、これら勢力に対するロシアからの支援強
化もあり、8 月以降その作戦は行き詰まりを見せた。そこでポロシェン
コ政権は、ルガンスク州とドネツク州における自治権の拡大という方策
によって事態の鎮静化を図る方向に転換した7）。
　2014 年 9 月 5 日、ウクライナ軍と親ロシア派武装勢力との停戦合意
が成立し、この合意では法律でこれら 2 州の領域に特別な地位を与える
ことが求められているため、9 月 16 日ウクライナ議会は、「ドネツク州
およびルガンスク州における個々の地区の地方自治の特別手続きに関す
る」法律を可決した8）。この法律は、ウクライナ領でありながら、親ロ
シア派が事実上独立を宣言した状態にある両州（それぞれ「ドネツク人
民共和国」と「ルガンスク人民共和国」を宣言している）におけるロシ
ア語の自由な使用を保障すると規定している。また、この法律は「地区
の地方自治」という表現を用いて、両州の中央レベルより下のレベルの
行政単位に対しては自治に関する特別な地位を与える譲歩を示す一方、
両「人民共和国」の存在は認めず、両州自体の権限の拡大は否定する姿
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勢を示している9）。
　しかし、この法律についてアルセニー・ヤツェニューク内閣は、親ロ
シア派が多い地域の自治権の拡大はウクライナの分裂を促す可能性があ
るとの観点から反対したため、同法律の起案は大統領主導でなされた経
緯がある。その後、ポロシェンコ大統領自身もこの法律の実施のための
新たな前提条件としてウクライナ領からのロシア部隊の撤退を求めるな
ど混乱を見せていたが10）、最終的に 2014 年 11 月、同大統領はこの法律
を撤回し、東部地域の不安定な状況は継続している。

（2）ウクライナ危機へのロシアのアプローチ
　ロシアは自国の「影響圏11）」の一部と考えるウクライナにおける政変
を深刻に捉えた。親ロシア的と見られたヤヌコビッチ政権の崩壊により
親欧米派の影響力が強まり、ウクライナの対外政策が親欧米の方向に傾
斜すると、NATO 加盟の動きが顕在化するか、少なくとも NATO とウ
クライナの軍事協力が強化され、ロシアにとっての軍事的脅威が増すと
の危惧をロシアは抱いた12）。
　この危惧とは第 1 に、クリミア半島のセバストーポリに駐留するロシ
ア黒海艦隊の存続が不可能になり、その結果、黒海における NATO の
軍事的影響力が大きくなり、ロシアの南部地域にとっての軍事的脅威が
増大することであった。第 2 に、NATO の軍事インフラがウクライナ
領内に移転される可能性であり、特に米国が主導するミサイル防衛シス
テムがウクライナに配備され、その結果、ロシアの核抑止力が大きく損
なわれる脅威である13）。こうした脅威認識に立ってロシアは、クリミア
半島に対するロシアの主権の確立と、ウクライナの中で自立的動きを強
めるドネツクおよびルガンスク両州への影響力を強める試みに出た。
　ドネツクおよびルガンスク両州に関しプーチン大統領は、帝政時代に
おけるこの地域の呼び名であった「ノヴォロシア」という表現やウクラ
イナの「連邦化」といった表現を用いて両州の権限の拡大をウクライナ
に対し要求している。これは、ウクライナの対外政策に対するこれら両
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州の発言力を高めることによって、親欧米路線の強まりを抑制したいと
いうロシアの思惑を反映している14）。しかし、2014 年 10 月 26 日に行
われたウクライナ最高会議（議会）選挙で親欧米派と見られる勢力が多
数を占めた結果、ウクライナの対外政策は親欧米の方向へ向かい始めて
いる。
　2014 年 3 月 1 日、ロシア連邦議会連邦院（上院）はプーチン大統領
に対して、ウクライナでの非常事態に関連して、ウクライナに居住する
ロシア市民やロシア系住民および国際条約に基づいてウクライナに駐留
しているロシア軍兵士の保護のためにロシア軍を用いることに同意を与
えた15）。これを受けてロシア軍とみられる部隊がクリミア半島に展開す
る状況下で、ウクライナからのクリミアの独立とロシアへの編入の是非
を問う住民投票が実施され、投票者の 95％ 以上の圧倒的多数で支持さ
れた。クリミア半島は民族構成でみるとロシア人（59％）がウクライナ
人（24％）より多く居住しているという特別な状況にある16）。
　クリミア半島の帰属をめぐる問題の起源はソ連時代に遡る。クリミア
半島はもともとソ連構成共和国の一つであるロシア共和国領であった
が、1954 年にウクライナのロシアへの統合 300 周年を記念して、当時
のソ連共産党のリーダーであったニキータ・フルシチョフの強いイニシ
アチブによる決定でウクライナ領に変更されたのである。こうした経緯
はロシアがクリミア半島を特別な地域とみなす背景の一つである。
　しかし、ロシアによるクリミア半島の編入を促した最も重要な要因
は、この地域の戦略的重要性に関するロシア指導部の認識であろう。プ
ーチン大統領は、「クリミアは、地域にとっての極めて重要な安定要因
であり、この戦略的な領土は強力な主権の下に置かれなければならず、
現在では事実上ロシアの主権の下でのみこれが可能である」と述べてい
る17）。そしてロシアの主張を補強するものが、先の 1954 年の決定に関
連する諸法令の合法性に疑問を投げかける指摘である。
　例えば、クリミアの帰属の変更に関する 1954 年 2 月 5 日付ロシア共
和国最高会議幹部会決定については、当時のロシア共和国憲法の規定に
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おいて同最高会議と同幹部会に領土の変更について決定する権限が規定
されていなかったという問題が指摘されている18）。この問題に関しては
ソ連崩壊直後よりロシア内で問題になっており、1992 年 5 月 21 日、ロ
シア連邦最高会議は 1954 年 2 月 5 日付の決定について、当時の憲法の
規定と立法手続きの双方に違反して採択されており採択時点から法的効
力を有していないとの決定を下した19）。プーチン大統領も、クリミアの
帰属をロシア共和国からウクライナに変更した措置は不法になされたと
の認識を示している20）。
　住民投票の結果を受けて、3 月 18 日、プーチン大統領とクリミアの
代表の間でロシアへの編入に関する条約が調印された。同条約は 3 月
21 日にロシア連邦議会によって承認され、新たにクリミア共和国とセ
バストーポリ市という 2 つのロシア連邦構成主体が誕生することとなっ
た21）。

（3）ウクライナ危機のロシア内政への影響
　クリミア共和国とセバストーポリ市のロシアへの編入は、プーチン大
統領に対する支持率の回復につながった。2014 年 7 月にレバダセンタ
ーが実施した世論調査によれば、プーチン大統領の支持率は 86％ まで
上がり、2008 年のグルジア紛争の際の支持率 88％ に次ぐ高さとなっ
た22）。短期的には、ウクライナ問題へのプーチン大統領の対応は成功
し、政権も安定しているとみえるかもしれない。
　しかし、長期的には難しい問題に直面せざるをえず、こうした高い支
持率が維持されない可能性もある。第 1 に、ロシアにおけるナショナリ
ズムの高まりが認められるが、これをプーチン政権が煽っていることで
ある。ナショナリズムの高まりは対外政策をより強硬にし、対外関係の
停滞を招く恐れもある。とりわけこれが、ロシアが自国の影響圏と考え
る旧ソ連諸国で起こる可能性がある。すなわち、クリミア編入に関連し
て、ロシア上院が大統領に対して、ウクライナに居住するロシア市民や
ロシア系住民の保護のための軍の使用を認めたように、旧ソ連諸国に居
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住するロシア市民やロシア系住民を保護する権利が強く主張されるよう
になっている。ロシア系住民はロシアと密接な歴史的、文化的および経
済的な結び付きを有する同胞とされ、その保護にロシアが責任を持つべ
きであると主張されているのである。ロシアの領土とロシアが住民の保
護に責任を持つと主張する領域が一致しておらず、しかも、国益の観点
からますます後者における行動（軍事行動を含む）の必要性が叫ばれる
ようになっている23）。
　第 2 に、ウクライナ問題が経済に及ぼすマイナスの影響であり、これ
により長期的には政権が不安定化する可能性も否定できない。2014 年 7
月末、EU は金融、石油採掘、武器輸出などの広範な分野に及ぶ対ロシ
ア制裁を発動した。これに対してロシアは 8 月に入り、対露制裁を科し
た国からの食品の一部禁輸を発表した24）。また、2014 年 7 月時点で、
ロシアへの外国からの直接投資は前年の水準の約 40％ まで低下し、ロ
シアからの資本逃避も前年の約 2 倍に拡大したとの指摘もある。
　第 3 に、ウクライナ問題がロシアの行政機構の再編に影響を及ぼして
いる点である。一連の行政機構再編の背景として、ウクライナ問題を契
機として浮上した政策課題に的確に対応することが政権の安定につなが
るとのプーチン政権の認識を指摘できる。2014 年 3 月、クリミアのロ
シアへの編入に伴って、その発展の問題を担当するクリミア問題省が新
たに設置された25）。これは、地域ごとに経済的・社会的課題の解決に取
り組む行政機関を設置するとの考えに基づく。ちなみにこの考えに基づ
いて、2012 年 5 月には極東発展省が、さらに 2014 年 5 月には北カフカ
ス問題省もそれぞれ設置され、こうした流れの中で 2014 年 9 月、地域
発展省は廃止された。
　さらにウクライナ問題は国防産業や兵器調達を担当する機構の再編に
も大きな影響を与えている。2014 年 9 月、プーチン大統領は、政府直
属だった軍事産業委員会を大統領直属の常設委員会に格上げする決定を
行った。この決定は、現行の「2011 年から 2020 年までの国家装備計
画」に代わる新たな「2016 年から 2025 年までの国家装備計画」策定問
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題を検討する会議において明らかにされたが、軍事産業委員会の格上げ
は、国防産業に関する政策のより効果的な推進を目指すものである26）。
この会議の席上プーチン大統領は、今回の決定の背景の一つとしてウク
ライナ危機があることを示唆した。すなわち彼は、いくつかの NATO
諸国が今回の危機を煽り、それを NATO の強化のために利用しようと
していると発言したのである27）。さらに関連する措置として、同 9 月、
国防発注庁と武器・軍事特殊機材・物資調達局が廃止され、装備の調達
業務は全面的に国防省に集約されることになった28）。

（4）ウクライナ危機によってさらに減速するロシア経済
　2014 年のロシア経済は、ロシア政府による年当初の経済成長予測 2.5
％29）を大幅に下回る 0.6％ 成長にとどまり30）、期待された 2013 年の 1.3
％ 成長からの緩やかな回復はおろか、景気後退ともいえる状態となっ
た。このロシアの経済減速は、2％ 強の成長を予測していた国際通貨基

図 6-1　ロシアの国内総生産（GDP）成長率（対前年同期比要素別寄与度）

（出所）　ロシア連邦統計局から執筆者作成。
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金（IMF）などの国際金融機関による見通しにも反する大きな落ち込み
であった。
　ロシア経済は、2013 年も当初予測を大きく下回る成長にとどまった
が、その主な要因は、主力輸出市場である欧州市場の長引く経済不調に
よる経常収支の悪化と激しい資本の流出入がルーブルの下げ圧力となっ
ていたこと、持続的な経済発展に必要な経済構造改革が遅れ、生産性が
向上しないまま収益幅が縮小した企業の景況感が鈍化し、民間部門投資
が停滞したことにあった。また、経済成長の原動力であった最終消費
も、実質賃金の上昇率が縮小したことで、その伸びは 2012 年の半分程
度にとどまった。つまり、ロシア経済は、このようなルーブルの下げ圧
力のもとで投資が停滞し最終消費が減速したまま 2014 年を迎えたので
ある。
　他方、2014 年の経済成長が当初 2％ 強と予測されていた背景には、
世界経済、特に欧州及び新興国の経済回復に伴うロシア国内の投資の回
復への期待があった。しかし実際には、ロシア経済に大きな影響を及ぼ
すユーロ圏経済が長引く債務問題のために停滞し、ロシアの景況感も回
復せずにロシア経済の減速が続くことになった。このような経済状況を
さらに悪化させたのが、ウクライナ危機をめぐる地政学的な緊張に起因
する市場の変動と政治不安であった。
　具体的には、ロシアの株式市場と為替市場が政治不安によって激しく
変動していたところに欧米による対ロシア経済制裁が加わり、ロシアか
らの資本流出が加速したことで消費および投資がさらに停滞した。他
方、ルーブル安を背景として輸入が縮小傾向にあった中、3 月の経済制
裁第一弾を契機として輸入代替としての国内生産は緩やかに拡大し、最
終消費がわずかながらも伸びを見せたことで経済成長はかろうじて支え
られた。しかし、政治不安を背景とした資本流出はとまらず、年後半に
は、経済制裁が強化されたこともありルーブル安とインフレが昂進し
た。そのため家計の債務負担が拡大して実質賃金の伸びも抑えられ、最
終消費の伸びは頭打ちとなったのである（図 6-1 参照）。
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　最も大きな打撃を受けたのは投資であった。ロシア経済の構造的問題
によって生産性の向上が阻害され収益幅が長期的に縮小してきたところ
に消費の減速が加わり、政治不安と経済制裁によって経済の先行きがさ
らに不透明となったことで投資は大きく落ち込んだ。特に、経済制裁に
よって国外資本市場からの資金調達が厳しく制約されたことで、企業は
たとえ成長が期待される分野であっても、投資計画の先送りや縮小を余
儀なくされた。

（5）厳しいかじ取りを迫られた経済財政政策
　ウクライナ危機をめぐる欧米諸国による対ロシア制裁は、①ウクライ
ナ危機に関与していると判断された特定の個人、団体及び企業に対する
制裁と、②金融、軍事及びエネルギーの各部門に向けた経済制裁の 2 つ
に区分される。前者は 3 月の発動からその範囲が段階的に拡大され、7
月に発動された後者の制裁もその内容は段階的に強化された31）。このう
ちロシア政府が厳しい対応を迫られたのは特に後者であった。
　金融部門に対する制裁は、EU および米国の金融市場におけるロシア
の主要国営銀行の資金調達を厳しく制限するものであった。7 月の時点
では決済性の高い満期 90 日未満の借り入れは制裁から除外されたが、9
月にはその期間が 30 日未満に短縮され制裁が強化された。ルーブル安
の進行にともなうインフレ圧力に晒されていたロシア中央銀行は、3 月
の制裁発動に先立ち政策金利を 5.5％ から 7％ へと緊急引き上げを行う
とともに、為替変動に対応するための為替介入額を 3.5 億ドルから 15
億ドルに引き上げた。その後も 7 月に政策金利を 8％ に引き上げたもの
の、ルーブル安の進行はとまらずインフレ圧力は収まらず、ロシア中央
銀行は大規模な為替介入を行いルーブル安の進行を緩和する必要に迫ら
れた。
　ロシア政府にとって、ルーブル安による投資の停滞以上に問題であっ
たのは、ルーブル安によるインフレ昂進が、ロシア経済をかろうじて支
えていた消費を落ち込ませることであった。そのような懸念の中、年後
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半に顕著となった国際原油価格の下落傾向により、資源国であるロシア
のルーブル安に歯止めがかからなくなった（図 6-2 参照）。ロシア中央
銀行は、11 月 5 日に政策金利を 9.5％ に引き上げたうえで、11 月 10
日、変動相場制に移行することを発表した32）。その背景には変動幅を設
定して為替介入を行う従来の方法がルーブルを投機的な売買の対象とさ
れやすくし、むしろルーブルの安定を阻害してきたという認識があっ
た33）。
　しかし、その後も国際原油価格は下がり続け、特に 11 月 27 日の石油
輸出国機構（OPEC）総会で減産が見送られたことで価格が急落しルー
ブルも急落した。ロシア中央銀行は 12 月 12 日、政策金利を 10.5％ に
引き上げたもののルーブルの下落は収まらず、直後の 12 月 16 日には政
策金利を一気に 17％ まで引き上げるとともに、大規模な為替介入を行
わざるを得なかった34）。このように、経済の構造的問題を背景として制
裁と国際原油価格の下落によってもたらされたルーブル安に対する金融

図 6-2　国際原油価格と対ドル為替レートの推移‌
（2014 年 1 月 1 日～12 月 31 日）

（出所）　ロシア中央銀行のデータから執筆者作成。
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（出所）　ロシア中央銀行のデータから執筆者作成。

図 6-3-1　‌�急速に縮小する金融政策の余地‌
外貨準備の推移（2012 年 1 月～2014 年 12 月）
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（出所）　ロシア中央銀行の資料をもとに執筆者作成。
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政策の余地は急速に縮小していった（図 6-3-1、図 6-3-2 参照）。
　軍事部門に対する制裁は、軍事関連企業の資金調達を制限するととも
に、軍民両用技術の新たなロシア向け輸出を禁止するものであった35）。
これは、高度な軍民両用技術の導入によって軍事技術の向上を図ること
でイノベーション主導型の経済近代化を目指していたロシア政府にとっ
て、資金調達及び技術導入の両面から大きな打撃になるものであった。
そのためロシア政府は、2012 年から本格的に着手してきた軍事技術開
発制度の改革に加え36）、9 月にはそれまで政府の下に置かれていた軍事
産業委員会を大統領直属とするなど、軍事産業政策の運営体制を強化す
ることとなった37）。
　エネルギー部門に対する制裁は、ロシアの大手エネルギー企業の資金
調達を制限するとともに、深海部開発、北極圏開発及びシェール層開発
に必要な技術及びサービスの新たなロシア向け輸出を禁止するものであ
った。既存の油・ガス田の生産能力が減衰するロシアのエネルギー部門
にとって、上記開発は生産量の維持・拡大を図るために不可欠であり、
そのための資金調達および技術導入を制限されることは、資源輸出に依
存するロシア経済全体にとって長期的に大きな打撃となるものであっ
た。そのためロシア政府は、予想された制裁強化に先立ち、5 月のサン
クトペテルブルク国際経済フォーラムや 6 月の世界石油会議の場を中心
に、欧米メジャー企業との既存契約の確認と協力関係の強化を急いだ。
　このようなロシア政府の対応が、中国とロシアのガス独占企業ガスプ
ロムとの間で価格条件をめぐり長年にわたり厳しい交渉が続けられてき
たパイプラインガス供給契約が 5 月に締結された背景にあった可能性は
否定できない。一方、資金調達問題に直面することになったロシアの大
手エネルギー企業のうち、ガスプロムは当初の制裁からは除外されたも
のの、ウクライナ危機の重要な要因となったガス料金未払い問題に関し
て、当初の強硬な姿勢から年後半には問題解決に向けた妥協点を模索す
る方針を取り始め、債権の回収と欧州向け輸出の安定確保を図った。ま
た、石油最大手のロスネフチは、中国向け輸出の拡大や北極圏開発そし
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てサハリン開発などの大規模事業に必要な資金について、ロシア政府に
国民福祉基金の拠出による援助を求めた。
　財政面では、予算を含む財政運営の前提となる経済成長予測などにつ
いて、ロシア政府は数次にわたり下方修正を迫られた。経済発展省は 5
月、資本流出が収まらないまま投資がマイナスとなり、インフレ率も当
初の 4.8％ から 6％ に上昇し実質賃金の上昇率も 3.1％ から 1.4％ に抑
制されることで消費の伸びも停滞するとして、2014 年の経済成長率が
0.5％ にとどまる見通しを示したうえで景気対策としての歳出増を提言
した。その後、市場の信認を維持する立場から歳出増に慎重な財務省と
調整を重ねた結果、7 月に政府に提出された 2015 年から 2017 年までの
3 か年連邦予算の財務原案では財政均衡が重視され、そこで提示された
2015 年の歳出規模は、2013 年 12 月に成立した 3 か年予算で規定された
歳出額をむしろ下回るものであった38）。
　しかし、8 月に入り各種の統計が出始めると、インフレ率が予想以上
に上昇していることが明らかとなり、実質賃金の伸び悩みから消費がさ
らに減速することが懸念されたため、景気刺激策を中心とした予算の再
編成に迫られた。その結果、2015 年の歳出規模は、財務省原案はおろ
か 2013 年に規定された歳出額も上回る対前年比 10.5％ 増の 15 兆 5,131
億ルーブルとなった39）。この伸びは、2014 年予算の対前年比 4.4％ 増を
上回るものである。費目別では国民経済費、社会政策費及び国防費など
が増額される一方、教育費、スポーツ費および保健費等が減額されてお
り、直近の経済問題に予算面で対応しようとしている状況がうかがわれ
る。その中で、特に伸びが顕著なのは国防費であり、同様に突出してい
た 2012 年予算の対前年比 21.3％ 増をも上回る 32.8％ 増の 3 兆 2,868 億
ルーブルとなり、2015 年連邦予算全体の 21.2％（2014 年 17.6％）、
GDP 比 4.2％（同 3.4％）の規模にまで拡大している（図 6-4、図 6-5
参照）。
　国防費の内訳では、細部は不明ながら最大費目の連邦軍予算が前年比
37.1％ 増にあたる 6,966 億ルーブル増額されたほか、国防技術研究開発
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図 6-4　連邦予算の推移

（出所）　下院説明資料（各年版）から執筆者作成。
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費が 16.2％（408 億ルーブル）、予備費に相当するその他の国防問題費
が 23.9％（698 億ルーブル）増額されているのが目立つ40）（図 6-6 参照）。
　これに関連して、政府予算案が議会を通過した後の 11 月末、軍事力
整備に関する一連の会議が開催され、そこでプーチン大統領は、① 激
変する安全保障環境に対応して機構改革をともなう軍事力の強化を推進
すること、② 2020 年までに装備の近代化率を 70％ 以上とする目標を堅
持すること、③ 輸入装備品に代替する国内生産体制を強化すること、
④ 最先端装備品を効率的に開発・生産できるように軍事産業そのもの
を近代化すること、を強調した。同時にプーチン大統領は、悪化する経
済の影響が軍事産業に及ばないように特段に配慮する必要があるとも述
べており41）、厳しい経済状況の中でもあえて国防費を増額することで、

図 6-6　国防費の内訳

（出所）　下院説明資料（各年版）をもとに執筆者作成。
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国防産業基盤の強化による軍事力の整備を急いでいるものと考えられる。

2　ユーラシア統合の推進と東アジアとの関係強化
を目指すロシア

（1）ユーラシア連合構想の推進
　ウクライナ問題をめぐって EU や米国との関係が悪化する中、ロシア
は自国の独自の影響圏と考える旧ソ連地域に対する外交を活発化させて
いる。これは、プーチン大統領が構想するユーラシア連合構築に向けて
ロシアを中心とする CIS 諸国の統合強化を図ろうとする動きである。
すでにプーチン大統領は 2011 年 10 月、3 期目の大統領選出馬表明に当
たり、ロシアの対外政策の主要な課題の一つとして、ユーラシア統合の
推進をあげていた42）。ウクライナ危機はロシアのこうした動きに拍車を
かけるものとなった。プーチン大統領は 2014 年 3 月、ウクライナに対
する欧米諸国の行動はロシアやユーラシア統合に反対する動きであると
考える旨発言している43）。
　2014 年 5 月 29 日カザフスタンの首都アスタナで開催された最高ユー
ラシア経済評議会において、ロシア、ベラルーシおよびカザフスタン 3
カ国の首脳は、ユーラシア経済同盟条約に調印し、ユーラシア経済同盟
は 2015 年 1 月 1 日から動き出すことになった44）。この条約は 3 国間の
経済統合をより密接にするも
のであり、自由貿易圏の確
立、制約のない金融協力、
物、サービス、資本および労
働力の自由な移動の保障を主
要な柱としている45）。プーチ
ン大統領は、この条約が個々
の国家主権を十分に維持しつ
つ、経済協力についてはより
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緊密な調整を可能とするものであるとの評価を与えている。同条約が示
すユーラシア経済同盟の将来像は、2016 年 1 月 1 日より単一の製薬市
場が始動し、2019 年までに共通の電力市場を創設、2025 年までに共通
の金融調整機構を設置し、共通のマクロ経済、反独占、外国為替および
金融各政策で合意するとともに、共通の石油、ガス市場を創設する、と
なっている46）。
　しかし、3 国間の長期的な協力関係の強化については疑問視する見方
もある。さまざまな分野における共通市場の創設のためには、ユーラシ
ア経済同盟内部での物の自由な移動や 3 カ国それぞれの市場において異
なっている関税や規制を一致させることが必要であり、解決は容易では
ない47）。さらに互いの統合の強化に取り組む 3 カ国の思惑が必ずしも一
致していないことも指摘できる。ロシアの取り組みの背後には、3 カ国
の統合強化を核としてさらにメンバーを拡大し、欧米に対抗できるロシ
アの影響力の拡大を図りたいとの意図が認められるが、これについては
他の 2 国の側に警戒感がある。ベラルーシはエネルギー供給を含め経済
的にロシアに大きく依存しており、これがベラルーシの外交の選択肢を
狭め、EU との関係の発展を妨げていると認識している。ベラルーシ内
には、ユーラシア経済同盟に参加することから得られる経済的利益につ
いて疑問視する声がある48）。カザフスタンは、1994 年に最初にユーラ
シア連合構想を打ち出した経緯があり、ユーラシア経済同盟を重視して
いるが、ロシア主導の統合強化の動きを全面的に支持しているわけでは
ない。カザフスタンは、2014 年 1 月に策定した「2014 年から 2020 年ま
でのカザフスタン共和国の対外政策概念」の中で、カザフスタンの経済
発展の多様化を主要な国益の一つと規定し、多様な諸国等との経済協力
を重視する姿勢を示した49）。実際 2014 年 1 月 22 日、ダボス会議に出席
したヌルスルタン・ナザルバーエフ大統領は、ホセ・バローゾ欧州委員
会委員長と会談し、カザフスタンと EU とのパートナーシップ・協力協
定の調印を急ぐ必要があると強調した50）。
　ロシアは、軍事面でのユーラシア統合の核と位置付ける CSTO にお
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ける軍事協力の強化を引き続き図ろうとしている。2014 年 6 月、モス
クワで CSTO 国防相会合が開催され、ウクライナ情勢を考慮した軍事
協力の強化の問題が検討された。会合では CSTO の軍事諸組織の強化
策として、加盟国に対する外的脅威の高まりに際しての加盟国間の相互
支援の問題が検討され、そのための CSTO の枠内で活動する諸部隊の
作戦展開計画が承認された51）。

（2）東アジアとの関係強化の模索
　ウクライナ危機をめぐる欧米との対立の中で外交的に孤立感を深める
ロシアにとって、外交上のパートナーとしての中国の重要性が再び認識
されることになった。そもそもプーチン大統領は、ロシア極東地域の発
展を重視する観点から東アジア諸国との関係強化を一貫して模索してき
ており52）、ウクライナ危機はロシアの東アジア外交をさらに積極化させ
る要因となったともいえる。
　2014 年 5 月 20 日から 21 日にかけてプーチン大統領は中国を公式訪
問し、中露関係の緊密さを示そうと試みた53）。この訪問の経済面での大
きな成果は、ガスプロムと中国石油天然気集団公司（CNPC）がロシア
産天然ガスのパイプラインによる中国への長期供給契約を締結したこと
である。今回の公式訪問では、全体で 40 以上もの経済協力に関する文
書が調印された。
　また、今回の首脳会談に合わせて中露海軍の合同演習「海上連携
2014」が実施され、プーチン大統領と習近平国家主席の両首脳がそろっ
てオープンセレモニーに出席した。これは、欧米諸国がほとんどロシア
との軍事協力を凍結する中で中露両国の軍事面での連携を示そうとする
ものであった54）。
　さらにプーチン大統領は、首脳会談に合わせて開催されたアジア相互
協力信頼醸成会議にも出席した。この会議では、同会議とさまざまな国
際機関との相互協力の拡大の問題が取り上げられ、プーチン大統領は同
会議と上海協力機構（SCO）との連携について検討するよう提案し
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た55）。こうした連携を通じて SCO の活動範囲の拡大を図ろうとするの
は、欧米との関係悪化の反動とみることもできよう。
　2014 年 11 月、セルゲイ・ショイグ国防相が中国を公式訪問し、常万
全・国防部長や許其亮・中央軍事委員会副主席らと一連の会談を行っ
た。これらの会談を通じてショイグ国防相は、複雑化する国際情勢の中
で中露戦略的パートナーシップの強化がユーラシア地域全体の平和と安
定に寄与するとの認識を示し、中露の軍事協力および軍事技術協力の発
展の重要性を強調した56）。
　しかし、中露戦略的パートナーシップの強化は必ずしもロシアの思惑
通りに進んでいるわけではなく、両国の接近には限界も指摘できる。ウ
クライナ問題をめぐって中国は、ロシアを明確に支持しているわけでは
ない。欧米のロシアに対する制裁には反対だが、クリミアの帰属の変更
やウクライナの国内への介入といったロシアの対応には懸念を抱かざる
を得ない、というのが中国の見方といえよう57）。ロシアによるクリミア
編入に対してウクライナが国連に提出した対ロシア非難決議案「ウクラ
イナの領土保全」が 2014 年 3 月 27 日に国連総会の表決にかけられた
際、中国が棄権したのはこれら 2 つの考えの妥協ともいえる。また、ユ
ーラシア統合の構想についても、中露両国はそれぞれ独自の構想をもっ
ている。ロシアについては既述したが、中国は「シルクロード」構想を
打ち出して中央アジアにも積極的に関わろうとしている。ロシアが独自
の「影響圏」とみなす地域への中国の影響力の拡大の試みは、将来的に
中露の深刻な利害の対立をもたらす可能性もある58）。

（3）ウクライナ危機と対外エネルギー政策
　資源輸出に過度に依存した経済構造から持続可能な多角的な経済構造
への転換を目指しているロシア政府は、イノベーション主導型の経済近
代化政策を展開している。そして、石油・ガス関連歳入が連邦歳入に占
める比率を段階的に縮小するとの見通しのもと、長年にわたり連邦予算
を編成してきたが、その目標は実現できていない。2013 年度歳入の石
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油・ガス関連収入依存度は 50％ に高止まり、2014 年も当初見通しの 48
％ に対し、結局は 52％ を石油・ガス関連歳入に依存することになっ
た。そして、ウクライナ危機によりさらに経済が減速したことで、2015
年予算では当初から 50％ 以上を石油・ガス関連歳入に依存する予算を
編成せざるを得なくなった。一方、ウクライナ危機によってさらに悪化
した経済を支えるために積極的な経済財政政策を展開できたのは、石
油・ガス輸出収入の一部を積み増してきた準備基金及び国民福祉基金、
そして好況期に積み増してきた外貨準備のおかげであることも事実であ
る59）。つまり、ロシア政府にとって、輸出を主体としたエネルギー政策
を的確に構築・運営し安定的な収入を将来にわたって確保することは、
経済近代化政策と同等もしくはそれ以上に国家の生存に不可欠な要素で
あるといえる。
　そのような状況の中、2014 年 2 月、エネルギー省が「2035 年までの
ロシアのエネルギー戦略」を発表した60）。この戦略は、2009 年 11 月に
策定された「2030 年までのロシアのエネルギー戦略」61）を更新したもの
であるが、2009 年の戦略が 2030 年時点の達成目標としてアジア・太平

図 6-7　ロシアの貿易相手別貿易量の推移

（出所）　ロシア連邦統計局のデータから執筆者作成。
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洋地域向けエネルギー輸出の比率を 26～27％、天然ガスについては 19
～20％ に拡大するとしていたのに対し、新戦略では 2035 年までにエネ
ルギー全体で 34％ へ、天然ガスについては 31％ まで同地域向け輸出を
さらに拡大させる積極的な目標が掲げられている。他方、欧州正面への
輸出については、いずれの戦略においても欧州の需要動向見通しに基づ
き、当面は輸出量を増大させ、中長期的にはその規模を維持するように
欧州消費国との安定的な関係の維持に努めるとしている。
　アジア太平洋正面では、2014 年 5 月、プーチン大統領の中国訪問に
合わせ、プーチン大統領と習近平国家主席の同席のもと、ガスプロムと
CNPC との間で、長年の懸案であったパイプラインガスの中国向け供
給契約が締結された62）。この契約のもと、ガスプロムは 2018 年以降に

図 6-8　中国の天然ガス輸入依存度および調達先の推移

（出所）　IEA, Natural Gas Information をもとに執筆者作成。
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供給を開始、年間 380 億 m3 の天然ガスを 30 年間にわたり総額 4,000 億
ドルで供給することになる。これによって、東シベリアの有力ガス田の
開発が本格化することになる。さらに 11 月のアジア太平洋経済協力

（APEC）首脳会合に連接して開催された中露首脳会談において、西シ
ベリアのガス田から中国の新疆ウイグル自治区に年間最大 300 億 m3 の
天然ガスを供給することも合意され、中露両首脳立ち合いのもとガスプ
ロムと CNPC との間で枠組み協定が締結された63）。その場では、ロス
ネフチと CNPC との間でもロスネフチの東シベリア巨大油田開発事業
に CNPC が 10％ 資本参加する枠組み協定が締結され64）、中露のエネル
ギー協力関係がさらに深化する様相を見せた（図 6-8 参照）。
　エネルギー関係以外でも、10 月に李克強国務院総理がモスクワを訪
問した際、ロシア政府との間で経済協力関係をさらに強化させることを

図 6-9　ロシアのエネルギー政策

（出所）　各種資料をもとに執筆者作成。
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　権益10%売却
○ルクオイル：2013年7月、中国向け原油供給開始
○コジミノ積出量の拡大
○ESPO送油能力の増強構想（2020年頃目標）

ウラジオストクLNG事業：ガスプロム
・2013年2月最終投資決定
・1500万トン
・2018年稼働開始予定
・2013年6月、極東ロシアガス事業
　調査株式会社（日）とMOU締結

ウラジオストクLNG事業：ガスプロム
・2013年2月最終投資決定
・1500万トン
・2018年稼働開始予定
・2013年6月、極東ロシアガス事業
　調査株式会社（日）とMOU締結

東シベリアのガス田開発：ガスプロム
○2012年10月、最終投資決定
○2014年5月、中国向けガス供給契約締結
　・2018年̃2020年中国向け供給開始予定
　・年間380億㎥
○2014年9月、「シベリアの力」パイプライン
　着工

東シベリアのガス田開発：ガスプロム
○2012年10月、最終投資決定
○2014年5月、中国向けガス供給契約締結
　・2018年̃2020年中国向け供給開始予定
　・年間380億㎥
○2014年9月、「シベリアの力」パイプライン
　着工

サハリン開発
○サハリンⅠ：ロスネフチ
・2013年6月、500万トンLNG供給合意
　→SODECO（100万トン）；
　丸紅（125万トン）
・2014年9月、エクソン、活動停止の可能性
○サハリンⅡ：ガスプロム
・LNG供給能力の増強
　（1000万トン→1500万トン）計画中
・最終決定は2015年末に延期
○サハリンⅢ：ガスプロム
・2013年10月、キリンスキー鉱区からの
　生産試掘開始

サハリン開発
○サハリンⅠ：ロスネフチ
・2013年6月、500万トンLNG供給合意
　→SODECO（100万トン）；
　丸紅（125万トン）
・2014年9月、エクソン、活動停止の可能性
○サハリンⅡ：ガスプロム
・LNG供給能力の増強
　（1000万トン→1500万トン）計画中
・最終決定は2015年末に延期
○サハリンⅢ：ガスプロム
・2013年10月、キリンスキー鉱区からの
　生産試掘開始

バレンツ海堆積盆地バレンツ海堆積盆地
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：LNG（計画中）

凡　例

（出所）各種資料から執筆者作成。

ヤマルLNG事業：ノヴァテク、トタール（仏）
・2013年12月、最終投資決定
・1650万トン
・2017年出荷開始予定（当初500万トン）
・2013年9月、CNPC資本参加（20％）合意
・2014年7月、トタール株式買い取り停止

ヤマルLNG事業：ノヴァテク、トタール（仏）
・2013年12月、最終投資決定
・1650万トン
・2017年出荷開始予定（当初500万トン）
・2013年9月、CNPC資本参加（20％）合意
・2014年7月、トタール株式買い取り停止
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確認するとともに、ロシア中央銀行と中国人民銀行との間で通貨スワッ
プ協定が締結されたほか、11 月の中露首脳会談でも人民元建ての貿易
取引を拡大することが合意されるなど、中露の経済協力関係は金融部門
を含みさらに拡大深化しつつある。
　欧州正面では、10 月 24 日の欧州理事会（EU 首脳会議）において、
長年の準備期間を経て 2030 年までのエネルギー政策が採択された65）。
そこでは、エネルギー安全保障の観点から、域内のエネルギー関連イン
フラと域内市場の整備を通じ、エネルギー供給途絶リスクを軽減すると
ともに、EU としての価格交渉力の強化を図ることがうたわれてい
る66）。この間、2014 年 6 月から停止されていたロシアからのウクライ
ナ向けガス供給の再開に向けたロシア・EU・ウクライナ間の 3 者交渉
が重ねられた結果、10 月 30 日、ウクライナが割引価格で未払い代金を
支払うとともに月額前払いとすることを条件に、2015 年 3 月までの冬
季期間、ガス供給を行うことが合意された67）。この際、EU は IMF な
ど国際金融機関と協力してウクライナを支援することが約束された68）。

3　軍改革を経て活発化するロシア軍� ◢
（1）軍事演習に見られる即応性と北極・極東地域の重視
　ロシア軍はここ数年で実施してきた軍改革において、4 軍管区におけ
る統合化や旅団を主軸にした地上軍の編成・指揮系統改革、近代装備品
の納入・教育訓練を推進し、大小の規模の軍事演習を繰り返して即応性
や機動性の向上を検証してきた。2013 年には即応体制を検証するため
の「抜き打ち検閲」を数多く実施し、2014 年も引き続き実施した。ウ
クライナ危機のため、3 月にはロシア上院が軍事行動を大統領に授権し
たことで、ウクライナとの国境地域を中心に動員の可能性が大きくなる
中、抜き打ち検閲などが実際に複数回行われた。4 年を周期として軍管
区単位で実施される戦略級演習の 2014 年の順番は東部の「ヴォストー
ク 2014」であり、大規模なものが想定されていたが、その詳細予定は 9
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月 19 日の当日まで明らかにされなかった。
　ロシアは引き続き北極地域での活動を活発化させている。2014 年 3
月、空挺部隊 350 人のパラシュート降下、Tu-95MS 爆撃機 4 機のパト
ロールなど、北極地域での対応力を強化する動きを見せた69）。また 4 月
には上陸訓練が行われ70）、8 月には太平洋艦隊に属する海軍歩兵が初め
て北極海のウランゲリ島に上陸した。10 月には同地にレーダーサイト
を設置する計画も発表された71）。さらに 12 月には、北極地域に北部統
合戦略司令部が設置され、北方艦隊などの部隊が移管された72）。北部統
合戦略司令部は 4 つの軍管区における統合戦略司令部に続く 5 つ目であ

（出所）　ロシア国防省、RIA ノーボスチなど各種報道をもとに作成。

図 6-10　東部軍管区における「抜き打ち検閲」（9 月 11～18 日）およ
び「ヴォストーク 2014」演習（9 月 19～25 日）
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イスカンデルM
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海軍歩
兵の上
陸

対艦・対空
ミサイルの実射

ハバロフスクハバロフスク

チュクチ半島チュクチ半島
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り、北極地域が他の地域と並ぶ重要な正面であることが示された。
　東部軍管区においては、上記の北極に関わるものも含め、8 月から 9
月にかけて一連の演習が行われ、9 月 11 日から 18 日には抜き打ち検
閲73）、9 月 19 日から 25 日には戦略級演習「ヴォストーク 2014」が行わ
れた。いずれもプーチン大統領が命じたが、視察には訪れなかった。こ
れらの活動領域には、大陸部の南方における陸上の演習場のほか、北極
からチュクチ半島の地域、およびオホーツク海周辺の地域が含まれる。
これらはいずれも、旧ソ連時代の作戦能力の基礎を継承しつつ、機動力
を強化し遠隔地における防衛能力を高めようとするものである。
　9 月 11 日からの抜き打ち検閲でも、10 万人の人員が関わったとさ
れ、軍管区内では最大 1,000 km 程度の移動を含む作戦行動が行われ、
第 5 軍、第 29 軍、第 35 軍、第 36 軍、第 3 航空軍・防空軍、太平洋艦
隊が参加した。加えて、An-124 や Il-76 などの輸送機 20 機が動員さ
れ、イワノヴォ、ウリヤノフスクなど東部以外の航空輸送拠点からの輸
送が実施された。また、中部軍管区から最大 4,000 km 程度の距離を
MiG-31、Su-24M、Su-35S、Su-30SM などの戦闘機が移動して作戦行
動を行った。また Tu-142、Il-38 対潜哨戒機などが日本海、オホーツク
海上で活動し、空挺部隊もサハリンやアナドゥイリに移動した74）。
　9 月 23 日、カムチャツカ滞在中のショイグ国防相は演習「ヴォスト
ーク 2014」について黒海海上の艦艇に来艦中のプーチン大統領にテレ
ビ会議システムで報告した。同国防相はまず、抜き打ち検閲の状況とし
て、準備態勢が不足していた点も批判的に紹介したうえで、これにより
ヴォストーク 2014 を組織的に始動させることができたと述べた。国防
相はまた、ヴォストーク 2014 には約 15 万 5,000 人の人員と戦闘機、艦
艇を含む 8,000 の装備品が参加し、14 カ所の演習場を利用したと述べ、
サハリン、カムチャツカ、チュクチ、沿海地方南部を具体的に挙げた。
ヴォストーク 2014 では、イスカンデル-M 短距離ミサイル、Tu-95MS
爆撃機、MiG-31 戦闘機、S-300 地対空ミサイル、パンツィリ S 地対空
ミサイルなどが運用された。またウランゲリ島に空挺部隊第 83 旅団と
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太平洋艦隊海軍歩兵第 155 旅団が上陸した75）。チュクチ半島にはザバイ
カル地方からの将校 200 人や MiG-31、Su-25 戦闘機、太平洋艦隊の艦
艇 2 隻などが移動し作戦行動を行った76）。太平洋艦隊のミサイル巡洋艦
ワリャーグなどの水上艦艇および潜水艦が仮想目標をミサイルで射撃
し、沿岸部隊が S-300 地対空ミサイルや海軍航空機により射撃を行っ
た77）。カムチャツカの演習では、中国、北朝鮮、マレーシア、ベネズエ
ラ、ジンバブエ、ペルー、アンゴラなど約 30 カ国の武官が視察し

図 6-11　2014 年 4 月 11 日～19 日に続発した、日本周辺のロシア機
の飛行パターン例

（出所）　統合幕僚監部公表資料 2014 年 4 月 14 日、4 月 15 日をもとに作成。
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た78）。内陸部の大規模な演習は報道されておらず、北極やカムチャツカ
以南の遠隔地への長距離展開、および洋上作戦に今回の重点が置かれて
いる。
　ロシアが活発に演習を実施した地域には、日本が重要な関心を持つ地
域も含まれる。8 月 12～15 日には択捉島、国後島で演習が実施された
ため、日本は外交ルートで抗議した。演習には 5 機のヘリコプターが参
加するなど、現地に駐屯していない部隊の参加が見られ、機動力を試す
狙いがあるとみられる79）。
　日本関連ではこのほか、3～4 月にロシアの爆撃機、哨戒機等が日本
周辺を周回飛行する訓練が頻発し、最大で 7 日間連続の飛来があった。
日本側がこれらのロシア機飛行の特異性を指摘したのに対し、ロシア国
防省のアナトリー・アントノフ次官は、これを問題ないとし、日本側が
これをきっかけにロシアへの対応を正常化することを望むと述べた80）。
同時期には Tu-95MS 爆撃機 4 機が北極方面の飛行を行った81）。8 月に
はフィンランドへの領空侵犯が指摘されている。ロシア軍としては引き
続きパトロール飛行で訓練度を向上させ、また北極での活動も重視し、
加えて隣国への政治的プレッシャーも意図していると考えられる。
　他国との合同演習については、ウクライナ危機の高まりに伴い、
NATO はロシアとの合同演習を停止したが、ロシアはその他のアジア
諸国とは引き続き合同演習を実施した。例年の SCO における「平和の
使命 2014」、および CSTO における即応部隊の演習が 8 月に実施され
た。10 月にはウラジオストク沖にて、15 回目となる日露海上捜索・救
難演習が実施された。
　5 月には、中露合同の「海上連携 2014」が上海沖で実施された。この
ときは前述のとおり、習近平国家主席と中国訪問中のプーチン大統領が
式典に参加した。ロシア太平洋艦隊からは、ミサイル巡洋艦ワリャー
グ、大型揚陸艦アドミラル・ネヴェリスコイ含む 7 隻の水上艦が対馬海
峡を通って上海に合流し、中国海軍からはミサイル駆逐艦・鄭州や潜水
艦 2 隻が参加した。今回は中露合同の指揮系統が設置され、実質的な演
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習科目を実施する 2 日間を含む 4 日間の行動をともにするなど、信頼醸
成の効果は高まっていると見られる。対海賊演習、対空防衛演習、海難
救助演習などが行われたが、中国が関心を持つと考えられる潜水艦に関
わるところではそれほど高度な内容ではなかった。ショイグ国防相は
11 月に訪中した際、2015 年に地中海と東シナ海において中露海軍の合
同演習を行うと発言した82）。

（2）ウクライナ危機に際してのロシアの軍事的関与
　ウクライナ危機に際してのロシアの軍事的関与は、非公然で複雑ない
くつかのパターンを示した。2008 年 8 月にグルジアの軍事行動を非難
して公然と実施した反撃・侵攻作戦とは異なり、2014 年のロシアは、
ロシアが軍事介入する際の正統性を内外に主張しつつ、軍事行動をして
いることを公式には認めない形をとったが、第三者の多くからもロシア
が直接的あるいは間接的にウクライナ領内に関与したと見られている。
　このロシアの軍事介入の方法は、NATO などが「ハイブリッド戦争」
と呼び、新しい軍事関与の方法として警戒し研究しているものである。
ロシア軍からもこれを示唆するものが出ている。2013 年 1 月、ヴァレ
リー・ゲラシモフ参謀総長が軍事研究の会合において、軍事における学
術研究の課題として新たな戦争方法の必要性を提示した（翌 2 月、月刊
誌『軍需産業クーリエ』で刊行）。それによると、今は戦争を伝統的軍
事力のみで戦う時代ではなく、米国はリビアなどで反政府勢力の支援な
ど非軍事手段で目的を達成しており、ロシアも学術研究により時代の要
請に対応できる方法を検討しなければならないという83）。
　また、2014 年 12 月に改訂された「軍事ドクトリン」84）でも、西側が
政治的手段でロシアの隣国に影響を及ぼしているとの問題意識を示して
いる。改訂版でも、NATO の問題を「脅威」ではなくその前段階の

「危険」に分類していること、核兵器の適用は国家の存続を脅かす通常
兵器攻撃に対しても行い得ることなど、基本的に 2010 年に発表された
軍事ドクトリンと同じ構造であり、ウクライナ危機により軍事的体制を



222

大きく変えたとは認められない。また、国外でロシア国民を保護するた
めにロシア軍を適用し得るという規定も従来どおりである。ただし、軍
事的「危険」として、隣国にロシアの利益に反する政権が樹立されるこ
とや、ロシア国内で国防の精神を損なう宣伝活動などが挙げられ、ここ
数年の西側への反発やウクライナ政変批判に見られるロシアの認識が反
映されている。このような安全保障関連の指導部の認識も、ロシアがウ
クライナ問題に対してみせた厳しい姿勢の背景の一つであるといえよう。
　具体的な対応としては、まず、2014 年 2 月末に黒海艦隊のロシア海
軍歩兵が所属を明らかにせずにクリミア半島の空港など主要軍事拠点を
確保したが、その際ロシア黒海艦隊に属する複数の軍事車両の行動がセ
バストーポリ海軍基地外で目撃されている。その後、ロシア本土の南部
軍管区から複数の部隊が輸送され、主要な交通拠点も押さえた。この状
態でクリミア自治共和国の首相交代、住民投票の宣言、実施、ロシア連
邦編入への署名が行われた。この過程におけるウクライナ軍の抵抗や衝
突はごくわずかだった。このときの軍事行動の目的は、ウクライナ側を
沈黙させることであり、クリミア半島住民がかつて持っていた分離的傾
向とウクライナ政府への反感により分離が達成された。4 月 17 日、国
民とのテレビ対話でプーチン大統領は、ウクライナ・ナショナリストが
脅威をもたらす状況において住民投票の安全を保障するために自警団の
背後でロシア軍人が支援した、と述べた85）。
　2014 年 4 月以降のウクライナ東部における分離派武装勢力とロシア
との関係はいまだ明らかにはなっていない。4 月 24 日の国防省会議に
おいて、ショイグ国防相はウクライナでのナショナリストによる住民へ
の攻撃を非難し、また NATO がポーランドやバルト三国で演習を行う
という状況の悪化を指摘して、同日からウクライナとの国境において南
部・西部軍管区指揮下部隊の演習を開始したと表明した86）。4 月 28 日
にはショイグ国防相は、米国のチャック・ヘーゲル国防長官と電話会談
し、ロシアはウクライナに侵入しないと述べた87）。このようにロシアは
当初、部隊をいつでも出動させられる態勢を整えることで、介入の可能
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性を内外に示唆していた。一方で、6 月には軍事介入の国内的根拠とな
る上院の承認を取り消した。全般的には、ロシアは分離派武装勢力を完
全に指揮・統制できてはおらず、ウクライナ軍との衝突コストや占領・
駐留などのコストを考慮し、ウクライナ国内の不安定化という目的の遂
行にとどめていると考えられる。
　8 月には、ロシアの直接的な軍事介入が明確に指摘されるようになっ
た。8 月 12 日にロシアの人道支援トラックがウクライナ側の確認を得
ずに支援地域に入った。8 月 20 日、ウクライナ軍はロシア兵および装
備品を確保し、携帯品からロシア空挺部隊第 76 師団のものと発表し
た。8 月 26 日、プーチン大統領は、「（ウクライナ軍に確保された）兵
士は道に迷った（のでそのような場所にいた）」と述べた。NATO は 8
月 28 日、民間衛星画像を引用し、ロシア軍がルガンスクに向かう途中
のクラスノドン付近を通過していると指摘した88）。このように、ロシア
軍が部隊としてウクライナ領に入り分離派武装組織を支援したことで、
ウクライナ軍による制圧は阻まれたと考えられる。一方のロシアは、指
摘されている組織化支援、軍備支援、補給、訓練指導、特殊作戦介入、
正規軍越境について公式には認めていないが、ロシアが軍事行動をとる
のは正当であるとも主張している。

（3）装備生産の進展とウクライナ依存問題
　前述のように国防予算は 2014 年の 2 兆 4,710 億ルーブルから 2015 年
の 3 兆 2,868 億ルーブルに増額され、2010 年末成立の国家装備計画で予
定されていた額を少し上回っている。ウクライナ危機後も歳入の短期見
込みは維持され、装備調達や演習にも従来の計画どおり予算を配分する
との姿勢である。
　装備品の近代化目標のため、戦略核兵器分野や海軍、空軍などで試験
が行われ、また実戦配備完了前でも演習に参加させて試験とすることも
行われており、いくつかの新規納入もあった。また、正式な実戦配備の
前でも、軍事演習に加わらせて、実地試験を兼ねることが行われ、迅速
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に実戦配備させる方針がうかがえる。ここではまず核ミサイル分野につ
いて述べる。
　ロシアは引き続き戦略ミサイルの装備更新に力を入れており、実戦配
備に向けた試験発射が継続されている。2013 年にボレイ級原子力潜水
艦のユーリー・ドルゴルキーが北洋艦隊に、アレクサンドル・ネフスキ
ーが太平洋艦隊に配備されたのに続き、2014 年 12 月にもウラジーミ
ル・モノマフがロシア海軍に引き渡された89）。ウラジーミル・モノマフ
は 2014 年 10 月に初めての試験発射を実施し、潜水艦発射型弾道ミサイ
ル（SLBM）のブラヴァが成功裏に目標に命中した。大陸間弾道ミサイ
ル（ICBM）についても、ヤルスやトーポリ・シリーズを含む演習や納
入、試験が行われた90）。7 月 10 日には戦略ロケット軍のイルクーツク
部隊で抜き打ち検閲が行われた。ここには、最新型の ICBM として
2012 年や 2013 年に盛んに発射実験が報じられた RS-26 ルベーシが配
備されるという91）。
　ルベーシの発射試験については、5,500 km 超の距離のものも行われ
ているが、2012 年 10 月や 2013 年 6 月に行われた試験における距離は
2,000 km 程度であり92）、1987 年に米ソが署名した中距離核戦力条約

（INF 条約）に違反する疑いがあるとして、米国側が 2012 年頃から懸
念を表明してきた93）。INF 条約は射程 500 km～5,500 km の地上発射巡
航ミサイル（GLCM）および地上発射弾道ミサイル（GLBM）を禁止し
ている。ルベーシはこのうち GLBM に該当するが、一方で、イスカン
デル-K 巡航ミサイルシステムから最近発射試験が繰り返されている
R-500 も、射程距離が実際には長く、同じく INF 条約で禁止されてい
る GLCM にあたるとの指摘がある94）。米国務省が年次報告として 2014
年 7 月に公表した軍縮条約遵守状況報告では、ロシアが GLCM 条項で
違反状態にあると記述されているが、具体的な対象は明示されておら
ず、GLBM への言及はない。
　ロシアが重視する装備分野の一つは核戦力であり、これまで遅れてい
た戦略核ミサイル等の更新に力を入れるようになってきた。ロシア側
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は、米国のミサイル防衛システム開発がいずれロシア軍の攻撃能力に障
害をもたらし戦略的均衡を損なうと主張しており、そのような将来でも
攻撃能力を確保できるように上述のルべーシなどの開発が必要であると
している。一方、ロシアはこれまでもたびたび、ロシアと米国だけが中
距離ミサイルを持てないのはおかしいと主張してきており、これには隣
接する中国との戦略的ミサイルバランスについての懸念が含まれると考
えられる。長距離ミサイルを整備しつつ、中距離でも運用できるミサイ
ルの実戦化を進めているものと考えられる。
　通常兵器の分野でも、少し前まで滞っていた新型兵器の生産・納入が
正常化しつつあり、2014 年にも進展を見せた。MiG-35S 戦闘機が生産
される前の段階として、すでに運用中の MiG-29SMT を 16 機購入する
契約が成立し、2016 年までに配備される95）。また、Su-30SM や Su-35S
などの戦闘機も納入・配備されている。Il-476 輸送機はすでに 1,400 億
ルーブルで 39 機の納入契約が結ばれ、10 月にウリヤノフスクのアヴィ
アスタル工場で試験飛行が行われている。S-400 地対空ミサイルも生
産・納入が行われている96）。
　ロシアは引き続き兵器輸出も重視し力を入れている。2014 年 4 月、
プーチン大統領は対外軍事技術協力委員会において、2013 年の輸出額
が前年比 3％ 増の 157 億ドルだったと表明した。また伝統的協力国とし
て旧ソ連諸国、インド、ベネズエラ、アルジェリア、中国、ベトナムを
挙げ、ラテンアメリカなどの新規市場にも参入していると述べた97）。前
述の Il-476 や S-400、Su-35S などについては、中国との売買契約の交
渉が行われており、2014 年初頭までに枠組み合意をロシア当局が公表
したものもあるが、それ以降に詳細な条件の合意が成立したとの公式発
表は出ていない。中国は以前と異なり、ロシアが配備途中の最新型の通
常兵器を導入しようとしていることから、交渉が妥結したとしても正式
な契約の締結さらに納入までには時間がかかると考えられる。ロシア側
としては過去に中国側が技術を不正に利用したとの疑惑が強く、契約交
渉に慎重なところがある。
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　ウクライナ危機により、装備品の国外からの調達に影響が出ているの
はフランスとウクライナからの調達である。ロシアは 2014 年 10 月にフ
ランスからミストラル級強襲揚陸艦の 1 番艦を導入し、配備先は太平洋
艦隊になる予定と言われていたが、9 月の NATO サミット直前にフラ
ンス大統領が同艦の納入を停止した。現在は条件が整っていないとの判
断で、10 月に再検討が行われたが、再び延期された。
　ウクライナ政府は国営企業ウクロボロンプロムからのロシアへの輸出
を禁じた。中部ザポロジエのモートル・シーチがロシアの Mi-24 ヘリ
コプター向けエンジンを生産していた。ロシアの ICBM の R-36M2

「ヴォエヴォーダ」については、そのエンジンを生産するウクライナ・
ドニプロペトロウシク市のユージノエ工場からの供給停止により、ロシ
アでの完成が停滞しており、またウクライナからのミサイル関連技術の
移転に関する懸念も指摘されている98）。ロシア側は同様の部品をロシア
国内でも生産する能力があるとして、深刻な影響は出ないと主張してい

表 6-1　2014 年のロシアの主要な武器輸出の動き
輸出国 内　　　容

インド Su-30MKI 戦闘機の組み立て部品の納入（2012 年契約）。印ヒン
ドスタン航空機（HAL）社による組み立て、オーバーホール実施。
印露共同生産のブラーモス・ミサイル実装版の生産。

パキスタン Mi-35 攻撃ヘリコプターの契約交渉
RD-93 航空機エンジンの直接納入を計画

中国 S-400 地対空ミサイル、Su-35 戦闘機、ラダ級潜水艦等の契約
交渉（枠組み合意済）。

アルジェリア Mi-28N 攻撃ヘリコプター 42 機、Mi-26T2 輸送ヘリコプター
6 機等の契約（総額 27 億ドル）
キロ級潜水艦（636 型）2 隻の契約

ベトナム キロ級潜水艦（636 型）、2009 年に契約した 6 隻（約 20 億ドル）
のうち 2 隻まで納入、3 隻目建造完了

ブラジル Mi-35M ヘリコプター 12 機の納入完了
パンツィリ-S 地対空ミサイルシステムの契約交渉

イラク Mi-28 ヘリコプター、パンツィリ-S 地対空ミサイルシステムの
納入

（出所）　各種報道をもとに作成。
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るが、しばらくは生産が追い付かないため生産計画に支障が出ている。
またクリミア半島にはモーリエなどの海洋産業もあるが、経営状態が悪
く、早期にロシアの産業に統合することは困難である。
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